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（２）主な経営指標 

①経常収支比率 

経常収支比率は、「医業費用・医業外費用の合計」に対する「医業収益・医業外収益の合

計」の割合を表し、通常の病院活動による収益状況を表す指標です。100％以上の場合は単年

度黒字を、100％未満の場合は単年度赤字を表すことになります。 

木古内町国民健康保険病院の経常収支比率では、平成30（2018）年度は100.0％であったも

のが、令和4（2022）年度は151.0％となっています。 

②医業収支比率 

医業収支比率は、医業費用に対する医業収益の割合を表し、病院の収益性をみる際に経常

収支比率とともに代表的指標として用いられています。医業収支比率は医業においてどの程

度の収益率をあげているかをみるものです。100％未満の病院は医業費用を医業収益で賄えな

いことになり経営は健全でないことになります。 

修正医業収支比率は、医業収益からその他医業収益のうちの“他会計負担金”を除いた「修

正医業収益」の医業費用に占める割合を表すことになります。 

木古内町国民健康保険病院の修正医業収支比率は、平成30（2018）年度から一貫して減少

しています。 

（単位：％） 

 平成 30 年度 

(2018) 

令和元年度 

(2019) 

令和 2 年度 

(2020) 

令和 3 年度 

(2021) 

令和 4 年度 

(2022) 

経常収支比率 100.0 97.5 149.1 153.1 151.0 

修正医業収支比率 70.9 66.1 56.2 53.0 59.3 

 

（３）一般会計からの繰入額の推移 

公立病院を含む地方公営企業は、原則として独立採算を求められています。一方で、特定

の条件を満たす経費については、病院から自治体への繰入金として、経費を負担することと

されています。これにより、政策医療にかかわる経費に対して、負担金等の繰入を行ってい

ます。実繰入額の推移は以下の通りです。 

（単位：千円） 

 平成 30 年度 

(2018) 

令和元年度 

(2019) 

令和 2 年度 

(2020) 

令和 3 年度 

(2021) 

令和 4 年度 

(2022) 

収益的収支 346,455 377,816 348,964 408,238 376,330 

資本的収支 95,214 93,291 94,559 92,203 34,269 

合計 441,669 471,107 443,523 500,441 410,599 
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当院は町内唯一の救急告示病院として、24 時間 365 日救急患者の受け入れを行っており、

救急医療を提供できる医療体制を維持してきました。 

必要な医療が提供できない場合は、第三次医療圏にある函館等の他の高度医療機関との医

療連携を強化し、高速道路や函館新外環状道路、ドクターヘリ等も利用し速やかに転院でき

る体制をとり、役割分担を進めて行きます。 

今後も独立採算制を原則としつつ、他会計負担金などにより経営の安定を図り、不採算部

門を担う救急医療体制を堅持する一方で、北海道地域医療構想を踏まえ、病床数の見直しを

図るとともに診療連携の推進を図ります。 

 

 

急速な高齢化に対応するためには、健康づくりから予防、治療、介護認定、リハビリテー

ション、更には訪問診療、訪問看護等の在宅医療に至る各段階に応じた包括ケアが必要です。

地域内の保健・医療・福祉に関する社会資源を有効に活用しながら、在宅医療を希望する患

者や家族が安心して暮らすことができる「地域包括ケア体制」の充実が必要です。 

また、公立病院として現在の役割を維持し、近隣の医療機関と連携を図りながら引き続き

地域における中核的な役割を担っていくこととします。 

 

  

 １  地域医療構想を踏まえた当院の役割・機能 

 ２  再編・ネットワーク化 

第３章 木古内町国民健康保険病院の役割と

目指す病院の姿 
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（１）北海道の公立病院における経営形態 

令和 3（2021）年度時点での北海道内にある公立病院 92 病院の経営形態をみると、「一部

適用」が最も多く 56 病院（60.9％）となっています。 

 
令和 3（2021）年度 総務省 病院事業決算状況より集計 

（２）現状 

自治体が運営する病院事業は、公営企業に位置付けられ、地方公営企業法が適用されます。 

地方公営企業法は、地方公共団体が運営する公営企業（病院事業や水道事業など）の組織

や財務、これに従事する職員の身分など公営企業経営の基本的な基準を定めた法律です。 

 一部適用は企業会計方式を採ることを定める財務規定のみですが、当院ではすべての規定

を適用する「全部適用」により、組織や人事などについての権限が病院事業管理者となり、

公営企業としての独立性が強化され、病院経営に必要な効率性で効果的な取組が可能となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者

4.3%

一部適用

60.9%

全部適用

26.1%

その他

8.7%

指定管理者 一部適用 全部適用 その他

 ３  経営形態の見直し 
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（３）経営形態の見直しに係る４つの選択肢 

公立病院の経営形態については、民間的経営手法の導入を図る観点から、現在の経営形態

を変更し、人事・予算等にかかる実質的な権限や結果への評価責任を経営責任者に一体化す

るほか、最終的には民間譲渡や診療所化も視野に入れ、事業のあり方を抜本的に見直すこと

が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地方公営企業法全部適用」（以下「全部適用」）は、条例の定めにより「一部適用」の財務

規定に加えて、組織、人事・給与等を含めた地方公営企業法の全部の規定を適用するもので、

適用の選択は各自治体に任されています。 

そのほかの経営形態としては、自治体が設立した法人が病院運営を行う「地方独立行政法

人」、民間を含めた独立した法人に管理を含めた運営全般を委ねる「指定管理者制度」があり

ます。また、地域において必要な医療は公・民の適切な役割分担により提供されるべきもの

であり、大学病院、他の公立病院など公的医療機関や民間病院が数多く存在するなど、地域

の医療事業から見て民間の医療法人等に経営を委ねることが可能な地域にあっては、公立病

院としての存在意義が薄れている場合もあり、「民間譲渡」も一つの選択肢となります。 

①「地方独立行政法人（非公務員型）」 
②「指定管理者制度」 
③「民間譲渡」 

地方公営企業法 全部適用（国民健康保険病院の現行形態） 

経営形態の見直し 
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（４）経営形態の比較・検討 

経営形態について、比較・検討を行った場合、以下のような課題が挙げられるため、経営

形態の見直しの方向性については本計画の進捗状況や、公立病院を取り巻く医療環境の動向

などを見極めながら慎重に検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢「地方独立行政法人（非公務員型）」 

・職員の処遇問題など、調整に相当の労力と時間を要することが予測され、職員の理解が

課題となる。 

・定款や諸規程の策定、労使交渉など、法人設立までに相当の労力と時間が必要となるほ

か、新たな人事制度の導入や会計基準の変更に伴う人事給与・財務会計システム構築な

どに多額の初期経費が必要となる。また、移行職員の退職給与引当金の計上など財務面

での課題が存在する。 

・役員、会計監査人報酬や評価委員会の設置、管理部門の拡充などに伴い経常経費が増加

する。 

➢「指定管理者制度」 

・指定管理者自身の経営難などにより管理の継続が困難となり、政策医療の確保が損なわ

れる可能性や経済性を優先するあまり、政策医療の水準が低下するおそれがある。 

・指定管理者に雇用された場合の身分は非公務員となるため、職員の処遇問題など、調整

に相当の労力と時間を要することが予測され、職員の理解が最大の課題となる。 

・指定管理者の引受先がない場合が想定される。 

・導入に伴い、一時的に多額の退職金が発生することとなる。 

・指定期間中に指定管理者の経営破綻やその他の理由により、業務の継続が困難となった

場合には、後継となる指定管理者の迅速かつ円滑な確保が重要となる。 

➢「民間譲渡」 

・医療法人等の経営難などにより継続が困難となり、政策医療の確保が損なわれる可能性

や経済性を優先するあまり政策医療の水準が低下するおそれがある。 

・医療法人等の⾧に雇用された場合の身分は非公務員となるため、職員の処遇問題など、

調整に相当の労力と時間を要することが予測され、職員の理解が最大の課題となる。 

・譲渡を受ける医療法人等がない場合が想定される。 

・譲渡に伴い、一時的に多額の退職金や企業債の繰上償還が発生する。 

・政策医療の水準の低下や実施の継続が困難となる場合が想定されることについて、事前

に住民の十分な理解を得ておく必要がある。 
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公立病院は、救急医療等の不採算部門の医療を担う必要があり、病院を取り巻く厳しい環

境は依然として続いていますが、引き続き病院改革に取り組み、地域における良質な医療を

確保していくことが必要です。 

病床機能の選択や医療機能の検討については、以下のとおりとします。 

 

【病床機能の選択】 

医療資源が限られているため近隣の中核的病院との相互連携を推進します。 

 

【人口減少に対応した医療】 

人口減少や人口区分に合わせ、地域ケアシステムを考慮しながら医療機能の検討を行い 

ます。 

 

 
 

病院などの地方公営企業は「独立採算制」を原則としています。しかし、採算を取ること

が困難な場合でも「地域住民に対する医療体制を確保しなければならない」という自治体病

院の役割を考慮し、総務副大臣通知「地方公営企業繰出し金について（通知）」により一般会

計に負担を求めています。 

当町の一般会計繰出金については、総務副大臣通知に準じて、交付税算定額を基本とした

内容となっております。しかしながら、急速に病院事業運営が厳しさを増す中、病院の経営

努力だけでは収支の健全化を図ることは極めて困難な状況となっています。 

  

 ４  経営の効率化 

 ５  一般会計負担の考え方 
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■総務省繰出基準 

病院の建設改良に 
要する経費 

病院の建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入をも
って充てることのできないと認められるものに相当する額（建設改良費及
び企業債元利償還金の２分の１（ただし、平成 14 年度までに着手した事業
に係る企業債元利償還にあっては３分の２）を基準とする。） 

へき地医療の確保に 
要する経費 

ア．地域において中核的役割を果たしている病院による巡回診療、へき地
診療所等への応援医師又は代診医師の派遣及び訪問看護に要する経費等
のうち、その経営に伴う収入をもって充てることのできないと認められ
るものに相当する額。 

イ．遠隔医療システムの運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入を
もって充てることが出来ないと認められるものに相当する額。 

不採算地区病院の運営
に要する経費 

不採算地区病院の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって
充てることが出来ないと認められるものに相当する額。 

感染症医療に要する 
経費 

医療法第 7 条第 2 項第 2 号に規定する感染症病床の確保に要する経費のう
ち、これに伴う収入をもって充てることが出来ないと認められるものに相
当する額。 

リハビリテーション 
医療に要する経費 

リハビリテーション医療に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充
てることが出来ないと認められるものに相当する額。 

救急医療の確保に 
要する経費 

救急救命センター若しくは小児救急医療拠点病院事業若しくは小児救急医
療支援事業を実施する病院における医師等の待機及び空床の確保等救急医
療の確保に必要な経費に相当する額。 

公立病院附属診療所の
運営に要する経費 

公立病院附属診療所の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をも
って充てることができないと認められるものに相当する額。 

保健衛生行政事務に 
要する経費 

集団検診・医療相談等に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充て
ることができないと認められるものに相当する額。 

経営基盤強化対策に要する経費 

 
医師及び看護師等の
研究研修に要する 
経費 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分の１ 

 
保健・医療・福祉の
共同研修等に要する
経費 

病院が中心となって行う保健・福祉等一般行政部門との共同研修・共同研
究に要する経費の２分の１ 

 
病院事業会計に係る
共済追加費用の負担
に要する経費 

当該年度の４月１日現在の職員数が地方公務員等共済組合法の⾧期給付等
に関する施行の施行日における職員数に比して著しく増加している病院事
業会計に係る共済追加費用の負担額の一部 

 
公立病院経営強化の
推進に要する 
経費 

①経営強化プランの策定並びに実施状況の点検、評価及び公表に要する経
費 

②経営強化プランに基づく効率病院改革プラン及び「公立病院改革の推進
について」（平成 27 年 3 月 31 日付け総財準第 59 号）に基づく公立病院
の機能分化・連携強化等に伴い必要となる施設の除却等に要する経費及
び施設の除却等に係る企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入を
もって充てることができないと認められるものに相当する額 

③経営強化プランに基づく機能分化・連携強化などに伴い、新たな経営主
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体の設立又は既存の一部事務組合若しくは広域連合への加入に伴い経営
基盤を強化し、健全な経営を確保するために要する額のうち、その経営
に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに対する出
資に要する経費（④の経費を除く。）とする。 

④経営強化プランに基づく公立病院の機能分化・連携強化等に伴い、新た
に必要となる建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営に伴う
収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額（建
設改良費及び企業債元利償還金の３分の２を基準とする。） 

⑤持続可能な質の高い地域医療体制の確保に向け病床機能の見直しに取り
組む公立病院を支援するために、総務省及び当該見直しに関して専門的
知見を有する者が連携して行う事業（公立病院医療提供体制確保支援事
業）として実施される経営支援の活用に要する経費の２分の１ 

医師等の確保対策に要する経費 

 
医師の勤務環境の 
改善に要する経費 

医師の勤務環境の改善に要する経費のうち、経営に伴う収入をもって充て
ることが客観的に困難であると認められるものに相当する額。 

 
医師等の派遣等に 
要する経費 

公立病院及び公立病院附属診療所において医師等の派遣を受けることに要
する経費。 

 
遠隔医療システムの
導入に要する経費 

遠隔医療システムの導入に要する経費 

※ 「令和 4 年度の地方公営企業繰出し金について」（総務副大臣通知）から抜粋 
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「地域医療構想」を踏まえ、地域における医療需要と病床の必要量を見極めながら、令和7

（2025）年に向け、地域の病院として目指すべき医療提供体制を明確にし、着実に取り組ん

で行く必要があります。 

当院は、平成26（2014）年８月１日付けで、日本病院機能評価機構の認定病院となり、日々

医療の質と患者サービスの向上に努めながら、基本理念である「保健・医療・福祉の連携に

より住民の幸せに貢献します」を念頭に、医療と介護が一体となった運営を心がけてきまし

た。 

常勤医師２名の採用により、24時間体制の夜間診療の再開や訪問看護をはじめとした住民

のニーズに対応する医療の提供を図るとともに、平成17（2005）年度に北海道が策定した「自

治体病院広域化・連携構想」での位置付けが、現在も医療圏域におけるサブ医療圏の中核病

院として当病院が求められていることから、渡島西部地区における基幹病院として1.5次医療

を今後も展開していきます。 

また、令和7（2025）年度における当病院の具体的な将来像は、地域包括ケアシステムの構

築及び地域医療構想の推進を図るため、在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、医師

や居宅事業所等との連携を図りながら、住民に対する相談支援や医療・介護関係者による多

職種連携に関する研修会を開催するなど、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進

します。 

（１）木古内町の医療を提供する地域密着型病院 

・要介護者や退院後患者に対し、往診の実施による在宅医療に貢献します。 

・在宅での生活に支障が生じた場合、速やかな診療や処置を行います。 

・急性期の治療を終えた患者が退院する場合、地域での生活が円滑に移行できるよう介護事

業所や福祉施設並びにケアマネージャー等との連携体制を密にしていきます。 

・身体機能の維持回復、介護予防及び介護状態の重度化を防止するためのリハビリテーショ

ン事業を実施します。 

・認知症になっても、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるために、認知症の人や

その家族に早期に関わる「認知症初期集中チーム」により、早期診断・早期対応に向けた

支援体制に貢献します。 

  

 １  

 

第４章 強化プランの基本方針 
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・地域の保健・福祉・医療サービスや3インフォーマルサービス等のさまざまな社会資源が連

携するための「地域包括ケア会議」に参加し、切れ目のないケアができるよう課題の解決

に努めます。 

・医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で人生の最後まで暮らせ

るよう、在宅医療と介護を一体的に提供するため、医療機関と介護事業所などの関係者の

連携を推進します。また、福島町・知内町・木古内町と木古内町国民健康保険病院が連携

して、事業を実施します。 

 

（２）医療政策・社会の変化に対応する病院 

・住み慣れた地域で、その有する能力に応じた日常生活を営むことができるよう、医療、介

護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保するための「地域包括

ケアシステム」に貢献します。 

・「病床機能分化」と「医療・介護連携の推進」、「在宅医療の充実」に対応するため、地域密

着型病院としての機能を強化するとともに、在宅医療の強化に貢献します。 

・公立病院として、国・道から求められる政策医療（７疾病：がん、脳卒中、急性心筋梗塞、

糖尿病、喘息、肝炎、精神疾患、４事業：救急医療、災害医療、周産期医療、小児医療）の

対応を図ります。 

・少子化、超高齢社会に対応し、小児医療と高齢者に配慮した医療の充実を図ります。 

 

（３）病院経営の安定 

・地域の医療需要や今後の医療政策の行動の把握、経営分析等を行い、健全かつ安定した経

営の実現に努めます。 

・地域の医療機関との連携の強化と、医療の必要な介護患者の受け入れをさらに進めること

で収入の確保を図るとともに、コスト管理を徹底し、収益性の向上に努めます。 

 

（４）地域完結型医療 

・木古内町では高齢化率が極めて高いことから、当院を基幹病院として町内の医院や函館市

内の中核病院と連携を図り、地域完結型医療を推進します。 

・木古内町国民健康保険病院を木古内町の福祉・医療・保健ゾーンの中心として位置づけ、

包括医療の拠点として一層の機能充実を図ります。 

                                                

 
3インフォーマルサービス：公的機関や専門職による制度に基づくサービスや支援以外の支

援。家族をはじめ近隣や地域社会、NPO やボランティアなどが行う援助活動。 
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・超高齢化社会に即した診療科目の充実に努め、医療サービスの向上を図るとともに、計画

的に医療機器を導入し診療体制の充実に努めます。また、患者送迎バスの運行により、医

療享受の平等性を図るとともに、患者サービスの充実を図ります。 

・医療圏域における中核病院や町内の医療機関との連携を図り、地域住民から信頼される医

療体制を構築します。また、いつでも、どこでも、だれもが安心して受診できるよう、常勤

医との医療技術者の確保に努め、24時間診療体制の維持に努めます。 

 

（５）災害医療 

地震等の自然災害や大規模災害などの発生に対応するため、地域の病院として必要な人材

や資材の確保に努め、救護活動と一体的に行う医療提供体制を確立するなど、災害時におけ

る町内の医療拠点として機能する必要があります。 

 

（６）へき地医療 

中心部から離れ、容易に医療を受けることが困難な地域に対しては、地域の特性を生かし

ながら必要な医療を提供する環境を整備し、地域住民の健康の保持と増進を図ることが求め

られています。 

今後も、受療動向や社会情勢、さらには地域ニーズ等の変化を見極めながら、地域住民の

安全・安心を確保する必要があります。 

 

（７）糖尿病医療 

当院も含め近隣透析施設でも透析患者の高齢化に伴い、ADL低下や合併症のため通院困難

となる透析患者が増加しています。また、北海道医療計画・南渡島医療計画においても５疾

病・５事業のなかで、糖尿病医療について重点を置いています。当院でも人工透析室（13床

＋感染症4床）を完備していることから、透析患者の受入れの強化を行います。 
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（１）職員が誇りとやりがいを持ち働きやすい病院 

すべての病院職員がそれぞれの専門性を最大限に発揮できる働きやすい環境（職場環境・

職員アメニティ）を整えることで、医療の質とサービスの向上を図ります。 

 

（２）医師の働き方改革への対応 

平成31（2019）年に施行された「働き方関連法」により、令和6（2024）年4月から医師に

も時間外労働の上限が原則「年間960時間」と定められました。また、連続勤務などの荷重労

働の是正が求められていることから、常勤医師の確保とともに「労働管理の徹底」、「タス

ク・シフティング」、「タスク・シェアリング」など医師の負担軽減に配慮いたします。 

 

（３）医療職の確保に関する取り組み 

過疎地域の最大の課題である医師不足対策については、あらゆるネットワークを駆使し、

常勤医の維持・確保に全力で取り組みます。また、患者ニーズに適応する診療科目の専門医

師についても、派遣医師や出張医師の確保に最大限努力します。 

慢性的な医療スタッフの不足を解消するため、奨学資金制度の充実や住環境整備を図り、

将来的な看護師等の確保に努めます。また、不足している看護職員の確保を図りながら、訪

問看護ステーション設置を検討し、在宅医療と在宅ケアの充実を目指します。 

 

  

 ２  組織・体制・マネジメントの強化
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（１）新興感染症の平時の取組み 

新型コロナウイルスなど新興感染症等は、発生時期、感染力、病原性などについて、事前

に予測することが困難ではありますが、新興感染症等の発生後、速やかに対応ができるよう

あらかじめ準備をしておくことが重要となります。 

 

①外来受診時の取組み 

●院内訪問者へ入り口付近で検温するとともに、症状の有無にかかわらず、マスクの着用

を求めます。 

●症状のある患者については、できるだけ他の患者と接触しないようにゾーニングを行う

などの措置を行います、また、入院が必要な場合は確保病床を利用し院内で隔離します。 

●症状のある患者の診療を行う際は、他の患者との動線を隔離した場所に案内若しくは、

車両や隔離された場所で適正な感染防御をしたうえで診察を行い、感染拡大防止に努め

ます。 

 
②重傷者発生の対応 

●重症者発生時、重症リスクの高い患者は、連携医療機関へ搬送します。 

 
③感染防護具等の備蓄 

●感染防具等の備蓄を行い、初期治療に対応できる体制を構築します。 

 
④院内感染対策の徹底 

●感染対策の研修や感染管理認定看護師や看護管理者の人材育成に努めます。 

 
⑤クラスター発生時の対応方針 

●院内感染マニュアルに沿って対応いたします。 

  

 ３  新興感染症の感染拡大時に備えた平時からの取組み
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⑥PCR 検査等病原体検査体制の整備 

●院内で検査を行える体制を整えています。 

 

（２）新興感染症の感染拡大時の取組み 

①受入体制に係る方針 

●新興感染症の感染拡大時には一時的に入院施設を利用しますが、重症患者や重症リスク

の高い患者については、近隣の病院と連携し対応します。 

 

②感染拡大時に活用する病床 

●隔離ができる病室や陰圧室への変更が可能な病室を準備しています。 

 

③感染防護具や医療資機材等の確保 

●感染防護具や医療資機材の確保は、南渡島地域連携ネットワークと連携し確保分担します。 

 

（３）新興感染症の病床確保 

新興感染症の病床確保に当たっては、感染状況に応じて、新興感染症以外の通常医療の稼

働病床を一時的に休止し、感染症防止のためのゾーニングの実施やマンパワー配置の工夫に

より、新興感染症病床に転用します。 

 

感染症病床

一般病床

療養病床

感染症病床
マンパワー

活用

稼働病床の一時休床

（マンパワー確保）

稼働病床の一時休床

・マンパワー確保

・感染防止対策

（ゾーニング等）

感染症受入病床

への転用

（ゾーニング等）

感染症病床

臨時増床

臨時の医療施設

マンパワー

活用

平時 感染症発生初期の対応
感染症拡大時の対応

（感染症に係る短期的な医療需要への対応）

宿泊療養施設

一般病床

療養病床
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（１）施設・設備の計画的かつ適正な更新 

木古内町国民健康保険病院は、平成22（2010）年に全面移転新築後、12年が経過していま

すが、耐用年数まで時間があるため、施設の維持管理及び修繕を自主的に管理し、計画的・

効率的に行う事によって、維持管理費・修繕費を平準化し、建物に掛かるトータルコストを

縮減します。また、改築を伴う病床機能変更を行う際には計画的に進めます。 

 

（２）新興感染症に対応する医療 

感染防護具等の備蓄、感染管理の専門人材の育成や院内感染対策の徹底などを継続的に取

り組みます。また、感染拡大時においては、病室切り替え等で感染症患者の一時受入体制の

整備など、限られた医療資源を最大限に活用し、感染拡大防止に努めます。 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対しても、検査体制の強化や現在も実施してい

る発熱外来の常設などにより、地域住民が安心して暮らせるように医療体制の継続的な整備

に努めます。 

 

 
 

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、テレワークやオンライン会議等、対

面を前提としない働き方が社会全体で急速に進んでいます。医療の分野においてもマイナン

バーカードの保険証利用や、一定の条件下でオンライン診療が可能となるなど、ICTを活用し

た診療やサービスの提供が進んでおり、その対応が求められています。 

また、総務省においても、地域医療連携ネットワーク等「ネットワーク化」による情報の

共有・活用や、個人の生涯に渡る医療等のデータを自らが時系列で管理し、多目的に活用す

る仕組み（PHR）等の医療データの利活用、高精細映像技術の医療応用等の取り組みが進め

られています。 

オンライン資格確認の導入は、医療機関の事務効率化につながるとともに、過去の薬剤情

報や特定健診等情報を閲覧することで、より良い医療を提供できるというメリットがあるこ

とから、当院ではオンライン資格確認システムの導入を実施しています。 

医療の質の向上、医療情報の連携、働き方改革の推進と病院経営の効率化を推進のために

も、遠隔診療・オンライン診療、音声入力、AI問診、その他各種情報システム等の活用を検討

する必要があります。これらの医療DX化を推進するにあたり、町の総合計画との整合性を図

りながら、最先端な医療提供を目指していきます。 

  

 ４  施設・設備の最適化 

 ５  デジタル化への対応 
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木古内町国民健康保険病院は木古内町近隣で唯一の救急告示病院であり、他の救急告示病

院まで１時間近くかかります。そのため公立病院としての自らの役割・使命を果たし、住民

に対して、より質の高い心あたたまる医療を提供するには、自院の診療内容や医療サービス

に関する様々な取組みが、広く住民に理解され、患者のための医療サービスやその家族の意

見・要望を集約し、病院運営に適切に反映されることが重要です。 

有識者や住民等による第三者の視点でプランの実施状況を点検・評価し、その結果が住民

に公表されることで、病院運営への住民の参画・理解を促し、適切に経営の効率化・安定化

を図りながら、持続可能な病院経営に努めます。 

  

 ６  住民の理解 
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経営の公立化を進めるにあたり、本計画期間における収支計画と主な経営指標の目標を次

のとおり設定し、この目標の達成に向けた具体的な取り組みを設定します。 

なお、収支計画及び経営指標の目標値設定にあたってはコストダウンのみによって採算ラ

インに到達させることは困難であることから、コストダウンを図りつつ増収に係る取り組み

も実施します。 

 

 

（１）医療機能に係るもの 

今後も木古内町や近隣市町村の救急医療を担うにあたり、救急医療を継続します。 
 

 
令和４年度
（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

救急車の受
入件数 

344 350 350 350 350 350 

リハビリ件
数 

3,437 4,000 4,000 5,000 5,000 5,000 

 

（２）医療の質に係るもの 

入院中の転倒・転落発生、褥瘡発生の予防、栄養指導件数、職員の予防接種率を増加させ

医療の質を担保します。 

 
 

令和４年度
（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

栄養指導件数 100 100 150 150 150 150 

職員の予防接種率 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 

 

（３）連携強化等に係るもの 

専門診療科を有する病院への紹介を行い、慢性期の患者を木古内町国民健康保険病院で継

続して受診ができるよう公的病院や民間病院と連携を行います。 

 
  令和４年度

（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

紹介件率 17.8% 18.0% 20.0% 20.0% 21.0% 22.0% 

 １  医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 

第５章 「数値目標」の設定 
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（１）収支改善に係るもの 

経常収支比率は繰入金を減少させることで現状維持を目標とします。 

また、救急医療やへき地医療、小児などの不採算部門を継続させながら、修正医業収支比

率を上昇させていきます。 

 
 令和４年度

（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

経常収支比率 151.1% 89.9% 81.5% 90.0% 95.0% 100.0% 

修正医業収支比率 59.3% 55.4% 61.6% 65.0% 68.0% 70.0% 

 

（２）収支確保に係るもの 

基幹病院で急性期の治療を終えた後、在宅へ移行するまでの入院患者の受入を行い、慢性

期へ移行後は外来通院することで、入院患者と外来患者の増加を目指します。 

また、療養病棟として入院透析患者の受入をし、患者数の増加を目指します。 

 
  令和４年度

（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

入院患者延べ数 8,820 8,500 10,950 12,950 15,250 18,250 

外来患者延べ数 35,265 35,000 37,380 37,380 37,380 37,380 

病床利用率 24.4% 23.5% 30.3% 35.8% 42.2% 50.5% 

 

（３）経費節減に係るもの 

厚生労働省による平成30（2018）年度病院経営管理指標によると、自治体病院の医薬品費

比率は12.2％、民間病院は8.2％となっており、木古内町国民健康保険病院における薬品費の

割合は民間病院より低い6.5%となっています。 

 
 令和４年度

（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

薬品費 6.5% 6.5% 6.5% 6.5% 6.5% 6.5% 

医療材料費 9.2% 9.2% 9.2% 9.2% 9.2% 9.2% 

 

 

 ２  経営指標に係る数値目標 
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（４）経営の安定性に係るもの 

医療法や診療報酬の収入に係るため、現在の医師・看護師・その他医療職を現在の人数を

確保します。 

 
 令和４年度

（2022） 
（実績） 

令和５年度
（2023） 

（見込み） 

令和６年度
（2024） 
（目標） 

令和７年度
（2025） 
（目標） 

令和８年度
（2026） 
（目標） 

令和９年度
（2027） 
（目標） 

医師数 6 6 7 7 7 7 

看護師数 52 47 50 65 65 65 

理学療法士・ 
作業療法士数 

4 5 5 5 5 5 

薬剤師数 2 2 2 2 2 2 

臨床検査技師数 3 3 4 4 4 4 

診療放射線技師数 3 3 3 3 3 3 
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（１）地域医療の充実に向けた役割の強化  

地域医療連携と初期医療、安定期の受入の充実を図り、公立の医療機関としての機能を強

化します。 

取組事項 取組内容 

診療科目を継続 

内科、外科、整形外科、婦人科、眼科、小児科、耳鼻咽頭科、泌尿器科、歯科、人

工透析、栄養管理科、リハビリテーション科を継続します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

外部医療機関か

らの紹介件数 

アップ 

外部医療機関からの紹介確保に向けて、函館市等の基幹病院と連携を図り、患者

数の増加を図ります。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

地域包括ケア 

病棟を検討 

人口区分やニーズを踏まえ、地域包括ケア病棟再開を検討します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

24 時間体制に 

よる救急医療を

継続 

町内唯一の救急告示病院として 24 時間救急患者の受入を行い、町内の医療体制

の充実に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

在宅医療 

・通院が困難な要介護者宅往診を継続します。 

・要介護者や退院後の患者に対し、往診の実施による在宅医療に貢献します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

 

 

 

 

 

 

 ３  目標達成のための具体的な取組み 
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取組事項 取組内容 

特定健診、 

予防接種等を 

継続 

特定健診や保育園児から高校生に至るまでの検針業務を継続実施します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

学校医や産業医

としての役割を

継続 

学校医及び事業所に働く職員の健康管理を行う産業医としての役割を継続しま

す。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

リハビリ事業 

の継続 

疾患別、通所、訪問リハビリを継続実施します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

認知症初期集中 

支援チームに 

認知症サポート

医を派遣 

認知症になっても、その人らしい生活が守られ、住み慣れた地域でより良い環境

で暮らし続けられることを目的に設置される「認知症初期集中支援チーム」に認

知症サポート医を派遣し、必要な支援を行います。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

町保健福祉課や 

介護事業所等と 

連携 

治療を終えた患者が退院する場合、地域での生活が円滑に移行できるよう介護事

業所や福祉施設並びにケアマネージャー等と連携します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

地域包括ケア 

会議の参加 

保健・福祉・介護・医療に携わる関係機関・団体で組織された「地域包括ケア会

議」に参加し、切れ目のないケアができるよう課題の解決に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

送迎方法の見直

し 

通院透析が困難な患者等の QOL 向上、受け入れ対応地域に限定することなく、送

迎方法の見直しを検討します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 
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（２）安全で安心できる医療の推進  

説明と同意の元に患者が安心して良質な医療を受けられる体制や環境の充実を図ります。 

 

取組事項 取組内容 

災害に対する 

機能強化 

町内の災害時の医療拠点としての機能が求められる自治体病院として、災害を想

定した訓練や職員研修などを定期的に実施し、災害時に対する機能強化を図りま

す。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

医療安全・感染 

対策の充実 

院内外での研修や講習会に参加し、医療安全や感染対策に関する職員の意識向上

や人材の育成を推進するとともに、新興感染症への平時からの対策を行い、医療

安全・感染対策の充実を目指します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

設備の 

改良・充実 

療養、診療環境の快適性や安全性の向上を図るため、優先度や年度負担の平準化

などに十分配慮しながら、設備の改良・充実に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

 

（３）医療・看護の質の向上の推進 

病院職員は常に研鑽して知識と技術の習得に励み、地域医療に貢献します。 

 

取組事項 取組内容 

災害に対する 

機能強化 

町内の災害時の医療拠点としての機能が求められる自治体病院として、災害を想

定した訓練や職員研修などを定期的に実施し、災害時に対する機能強化を図りま

す。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 
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（４）効率的な病院運営の推進 

経営の改善・強化に向けた取組みにより、健全で安定した経営基盤の確立を図り、将来を

見据えた効率的な病院運営に努めます。 

 

取組事項 取組内容 

適正な診療報酬 

の確保 

診療報酬に係る各種情報の収集や職員研修の実施、返戻・査定減の縮減を図るた

めの検討・分析などを通じて、適正な診療報酬の確保に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

病床の効率的な 

運用 

将来を見据えた病床機能や病床数の見直しを実施します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

医薬品・ 

診療材料の 

購入・管理体制

の強化 

価格交渉の強化、発注方法の見直し、類似品の整理、ジェネリック医薬品の採用

拡大などにより、医薬品、診療材料費の削減を推進するとともに、管理体制の運

用強化に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

医療機器の 

計画的な導入 

医療機器の購入経費とその収益性を考慮しながら、計画的な導入を図るとともに、

取得方法や財源等についての検討も行い、購入経費の縮減に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

未収金の発生 

防止と回収対策 

診療費の未納者については、文書での催告などを実施し早期回収に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

施設・設備の 

計画的な修繕 

コストや耐用年数等を考慮し、年度負担の平準化や軽減に努め、適正かつ計画的

な修繕を実施します。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 
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取組事項 取組内容 

透析室の 

業務改善 

透析患者増加に伴い効率よい透析療法実現のため、DX、AI、IoT の推進を検討し

ます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 

            

 

（５）医療従事者の勤務環境等の充実 

医療従事者の勤務環境等の充実に努め、医療提供体制の確保を図ります。 

 

取組事項 取組内容 

勤務環境の 

改善 

・有給休暇取得率の向上や時間外勤務の縮減に取り組むとともに、職員の定着に

努めます。 

・医師の勤務負担軽減として、タスク・シェアリングやタスク・シフティングな

どを行い勤務負担軽減に努めます。 

令和 4 年度 
（2022） 

令和 5 年度 
（2023） 

令和 6 年度 
（2024） 

令和 7 年度 
（2025） 

令和 8 年度 
（2026） 

令和 9 年度 
（2027） 
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素案提出・内容審議 

原案提出・内容審議 

 

 

 
 

≪木古内町病院事業運営委員会≫ 

副町⾧、保健福祉課⾧、有識者で構成 

【検討内容】 

・経営強化策定委員会からの原案の検討 

・各関係課の状況を踏まえて検討 

・木古内町全体の保健・医療・介護・福祉の在り方について 

 

 

 

 

          

          

  

         

 

 

 

 

 

≪経営強化プラン策定委員会≫ 

病院幹部及び病院経営の専門家で構成 

【検討内容】 

・住民のニーズ沿った医療・福祉・介護・保健の連携について 

・木古内町内の病院・診療所の再編・ネットワーク化について 

・木古内町国民健康保険病院の建替と果たすべき機能と役割について 

・病床稼働計画について 

・院内の組織強化について 

 １   

病院事業事務局 

町議会・総務経済常任委員会 

諮問・原案 

 

 

 

答申 

第６章 計画の推進 
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有識者による既存の「木古内町病院事業運営委員会で点検・評価を行い、その結果を公表

します。また、本計画で掲げた経営指標に係る数値目標の達成が著しく困難であると認める

ときは、本計画全体を見直し、大幅な改定を行うこととします。 

公表の方法は、木古内町及び木古内町国民健康保険病院ホームページ等で行います。 

 

■見直しサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２  

 

Do 
（実施） 

Check 
（確認・評価） 

方針に基づく取組みの推進 

Plan 
（計画） 

計画の策定・見直し 
Action 

（改善） 

進捗管理 

取組状況の検証 

具体化を促す仕組の構築・改善 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木古内町国民健康保険病院経営強化プラン 
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〒049-0422 北海道上磯郡木古内町字本町 710 番地

【木古内町国民健康保険病院】 

TEL 01392-2-2079 

 


